
長野市の農業を守れ！サステナブルな鳥獣対策モデルの構築 

～狩猟者確保とジビエ振興～

〇シカ等は近年、全国で分布を広げており、農業への深刻な被害をもたらしている。 
〇被害を受けた農家の中には、農業から離脱してしまう方もおり、そのことが耕作放棄
地の増加、そしてシカ等の生息域拡大へとつながるという悪循環を生んでいる。 

〇適正な生息密度維持のため、狩猟者による捕獲活動が進められているが、狩猟者の減
少と高齢化により、今後、捕獲体制の維持が困難になるおそれがある。 

〇農林水産省では捕獲したシカ等を、ジビエとして有効活用するための取組を進めてい
るが、現状、あまり浸透していない。 

〇農業が盛んであり、かつジビエの活用を進めている長野市において、持続可能な捕獲
体制の構築と、ジビエの活用推進のための方策について、検討を行う。 

背
景
・目
的 

【捕獲】 
〇長野市のシカ等の推定個体数は増加し
ている。 

〇長野市ではシカ等の捕獲を増やしてい
るが、農作物被害額は増加している。 

〇シカ等の捕獲を担う長野市鳥獣被害対
策実施隊は、347名中40名程度しか
実働者がいない。 

【加工】 
〇加工センターの収支は赤字である。 
〇捕獲されたシカ等の半数程度が加工セ
ンターへ搬入されず埋設されている。 

【販売】 
〇スーパーへ販路開拓できていない。 
〇給食では好評を得ているが、中高年層
には敬遠されている。 

政策提言の概要 

現
状
分
析 

以下の理由により実働者数
が増加しない。 
〇わな見回りの身体的負担 
〇時間的余裕の少なさ 
〇わな等の購入等の費用
負担 

〇新規加入者への技術継
承 

課
題 

①実働部隊の新組織による捕獲体制の構
築 
〇グループリーダーの設置 
〇捕獲業務の分業化 
〇ＩＣＴ機器の活用 
〇わな等の共同所有 
〇新規加入者への技術指導 

政
策
提
言 

〇農作物被害の減少 
〇狩猟者の実働人数の増加 
〇捕獲頭数、搬入頭数、搬入率の増加 
〇長野市ジビエ加工センターの経営安定化、販売額の増加 

効
果
・検
証 

加工センターへ搬入する
ための作業負担が大きい
ため、加工センターへの搬
入率が向上せず、赤字が
解消しない。 

以下の理由により販路が
拡大されない。 
〇毎月の供給不安定 
〇価格が高い 
〇認知度不足 
〇中高年層のマイナス 
イメージ 

②組織力による販路開拓 
〇スーパーへの販路開拓 
〇中高年層のマイナスイメージの払拭等 
〇ジビエ関係者と連携し組織的な販売戦
略を実施する、コンソーシアム設立 

【第1班】



 

報告書概要 

は
じ
め
に 

現
状
分
析 

（八戸市の概要） 
●2060年には 121,100人まで人口が減少し、特に 15歳から 64歳までの生産年齢人口
の減少が著しくなると推計されている。また、水産業が基幹産業の一つである。

（八戸市の状況） 
●「いきいきしている人」が少ない
・八戸市の事業所数及び従業者数は減少傾向にある。
・起業する中心世代である３０代・４０代の人口が少ない。
※「いきいきしている人」とは、起業したい人、起業により地域課題を解決したい
人と定義する。今回の主なターゲットはそのうち３０代・４０代とする。

●主力産業である水産業が落ち込んでいる
・八戸市の水揚げ数量と金額は危機的な状況であり、今後も回復の見込みは薄い。
・漁業者の減少及び高齢化が進行しており、今後の維持にも課題がある。

●伸びしろのある産業が少ない
・近隣自治体と比較すると創業者数が少ない。また、大きな成長が見込める情報通
信産業の創業者数は 2016年からの総創業者数 270人のうち２人だけである。

課
題 

●伸びしろのある産業の起業を望む人が
少ない

効
果
検
証 

●情報通信産業の起業者数

┗ 地域課題提唱者と「いきいきしている人」のマッチング数

┗ 新しい活動拠点の利用者数

┗ アントレプレナーシップ醸成者数

政
策
提
言 
と
進
め
方 

目
標 

●八戸市が継続的に発展していくために、伸びしろのある産業（スタートアップ）を
次々と生み育てることができるスタートアップ・エコシステムを創出する。

●起業を支援する体制が十分でない

対
応
方
針 

●「市外から募集する」「市内で育成する」
の2つの方法を併用して確保

●事業を起こすための資金調達と人脈形
成が容易にできる環境の用意

●再チャレンジを応援する仕組みを構築
●地元の課題対応から着手し、地元の理
解も確保

●経済成長するためには、既存市場の拡大だけでは限界があることから、新たな市場
開拓を目指した伸びしろのある産業創出の重要性が高まっている。

●海外ではスタートアップの隆盛が経済成長に貢献している状況にある。
●国はスタートアップを成長のエンジンとして位置付けているが、スタートアップの約７
割は東京都で創出されており、都市と地方の格差のさらなる拡大が懸念される。

●（目的）地方においても、新たな成長のエンジンと考えられる産業（スタートアップ）を
継続して生み育てるエコシステムを創出し、地域の継続的発展を目指す。

STEP１ 

【情報通信産業との連

携に向けた水産業関係

者のマインド変革】 

STEP２ 

【水産業の課題解決か

ら情報通信産業の受け

入れ土台の醸成】 

STEP３ 

【課題解決を図る対象

を水産業以外にも拡

大し、スタートアッ

プ・エコシステムを

創出】 

【第2班】



 

安心して楽しく子育てできるまち-仙台市- 

概要

背

景

仙
台
市
の
現
状
分
析

課

題

― 安心して楽しく子育てできるまちへ ― 

１ 気軽に相談しやすい相談窓口づくり 

２ 親子で楽しめる遊び場づくり 

政
策
提
言

１ 子育て関連相談窓口の相談のしにくさ 

○ 複合的な問題をどこに相談してよいかが不明確

○ 相談の方法や対応可能な時間が限定的

２ 子連れでも出かけやすく楽しめる場の不足 

〇 雨天時でものびのび遊べる大規模屋内遊戯施設が未設置 

〇 「のびすく」の機能発揮が不十分 

１ 安心して子育てできる 

〇 子育て関連担当窓口へのアクセス性向上により保護者の不安感・負担が緩和 

２ 楽しく子育てできる 

〇 遊びを通じた親子のコミュニケーションや子育て仲間との交流機会の増加 

〇 子育ての楽しさを実感する機会の増加 

１ 仙台市の合計特殊出生率は全国平均を下回る状況が続いており、また、核家族

化も進行している。 

２ 子育てに関する相談窓口は多数設置されており、相談内容に応じて相談者が選

択する。また、令和５年度から「こども若者相談支援センター」を「ワンストッ

プ相談窓口」として位置付けている。 

３ 無料で利用できる子どもの遊び場として、児童館や子育てふれあいプラザ「の

びすく」等の屋内施設が整備されており、親子交流事業等も実施されている。 

効

果

国内の出生数の減少は予測を上回る速度で進行し、人口減少に歯止めがかからな

い状況が続いている。令和４年の合計特殊出生率は1.26と平成17年と並ぶ過去最低

の数値を記録した。 

このような中、令和５年４月にこども家庭庁が発足した。政府は、同年12月に「こ

ども大綱」と「こども未来戦略」を閣議決定し、若い世代の所得を増やすなど、こ

ども・子育て施策の抜本的な強化を図ろうとしている。 

現在、所得拡充などの経済的支援については国が、結婚支援等広域にわたる政策

は都道府県が中心となってそれぞれ検討を重ねていることから、それらの検討は

国・都道府県に委ね、当班の提言対象からは除外することとし、仙台市を対象とし

て「安心して楽しく子育てできるまち」を実現するために必要な施策を検討する。 

【第3班】



概要 食品ロス削減 ～食品ロス“ゼロ”の実現を目指して～ 

背

景 

○ 日本は世界有数の食品ロス発生国であり、発生量は年間 523 万 t である。

○ 食品ロスは、環境問題や貧困問題など社会的問題と複合的に関係している。

○ 法律で定められた削減目標への取組に自治体間で大きな差が発生している。

現

状

分

析

課

題 

○ 住民の意識や行動が要因で生じる食品ロスの削減に優先的に取り組む必要が

あるが、従来の施策では効果が不十分である。

○ 食品ロス削減を主とした啓発のみでは、関心が低い住民には、伝えたいメッ

セージが認知されない。

○ メッセージが認知されても、行動に移そうという意識改革まで至らない。

○ 意識改革に至っても、行動の手間や労力が負担で、行動変容まで至らない。

目

標

・

政

策

提

言

住民の意識改革・行動変容を目指す 

【提言１】食べてこ mottECO つなげ

てこスタンプラリー 

【提言２】「つなぐ」フードドライブ 

令和９年度までに食品ロス量 10％削減 

効

果 

○ 全国及び三重県に比べて一人１日当たりの食品ロス発生量が多い。

○ 年間一世帯当たりの食費の支出に対し、食品ロス発生量が多い。

○ 家庭系食品ロスの主な要因は、食べ残しと未利用食品の直接廃棄である。

○ 外食産業の食品ロスの主な要因は、食べ残しである。

○ 食品ロスに係るごみ処理費用は、年間約 3 億 1,000 万円である。

○ 食品ロス削減に対する施策として、①食品ロス削減等に関する取組の啓発、

②『30・10』運動の推進が挙げられている。

○ 食べきりや食べ残しの持ち帰りが当たり前の習慣になる。

○ 無駄のない食品の購入、使い切りが習慣になる。

○ 住民の行動変容により、フードサプライチェーンの食品ロス低減が進む。

○ ごみ処理費用の削減や焼却炉の延命に繋がる。

【第4班】



 

【第5班】



 

〇今後ますます深刻化が懸念される高度成長期以降に整備された大量の施設・インフラ

の老朽化の課題に対しては、他の自治体と連携して公共施設の集約化・相互利用や長

寿命化に取り組むことが効果的と考えられる。（令和５年１２月地方制度調査会答申）  
〇全国的に、上下水道等のインフラ施設については広域連携の実例がみられるが、文化 

ホール、図書館、体育館といった市民利用施設については実例が多くない。

私たちの班は、本格的な人口減少社会の到来に向けて、長期的な視点に立って、それら

の市民利用施設の広域連携による最適化について検討することとした。 

背

景

・ 

目

的

【対象地域】 兵庫県 播磨圏域連携中枢都市圏のうち姫路市およびその周辺の２市２町 

【検討対象施設の現状】 

〇文化ホール： 姫路市において、市民会館の廃止又は規模縮小に併せて広域連携 

の可能性を模索しているが、具体的な話は進んでいない。 

〇図書館：２市２町で相互利用は実施済であるが、それ以上取組は進んでいない。 

〇体育館：姫路市において、新スポーツ施設整備に併せて他施設のあり方を検討中。 

【公共施設の広域連携に関する市町の認識】 

〇各市町とも公共施設等総合管理計画は策定済であり、公共施設の広域連携に関心は 

あるが、具体的に動こうとしている自治体はない。 

現

状

分

析

１ 市町間の広域連携に 

取り組む体制が不十分 

・市町間の継続的な検討の

場がない

・総合調整役の県の役割が

不明確

課

題

２ 多様な広域連携の 
取組の推進 
①施設の利用状況等の

調査・分析

②施設の相互利用

③維持管理の広域化

④サービスの一体化

⑤施設の共同設置・運営

政

策

提

言

●サービスの向上等と維持管理コストの削減の両方を見据えた多様な広域連携の取組の実現

●将来的な施設の共同設置（維持管理コストの大幅削減）による持続可能な自治体運営の実現

効

果

政策提言の概要  市民利用施設の広域連携による最適化に向けて 

２ 公共施設に関する広域

連携の実例が乏しく、当

事者に進め方のノウハ

ウ・情報がない

・いきなり市町間で施設の

統廃合の検討では、話は

前に進まない

３ 広域連携の推進に当た

って、利用者・住民の継続

的な理解が欠かせない 

・中長期の取組となるの

で、利用者・住民には継続

的に情報提供し、関係者

みんなで検討していく必

要がある

３ 利用者・住民等への
継続的な情報提供と意
見交換 

①広域連携の情報提供

②意見交換の場の設置

PDCA サイクルによる効果検証と施策の改善（中長期の取組） 

１ 推進体制の構築 

①各市町における

庁内体制の構築

②市町間の体制整備

③県への参画支援要請

【第6班】



 

以下の内容について、フェーズ（段階）毎に必要な対応を提言する。 

○ 人口減少と労働力市場の縮小が懸念され、地方公共団体は将来を見据えた業務効率
化が必要とされている。公務員の職員数は全国的に減少傾向で、自治体は公共サービ
スの品質を維持するために働き方や業務の変革を模索している。

○ この課題に対応し、自治体はデジタル技術を活用した業務改善（DX）を進め、オンライ
ン申請などの導入により業務効率化が進みつつある中、生成 AI を手段とする業務改
善に大きな期待が寄せられている。

○ このような社会環境の中、千葉県柏市は今後十数年にわたり人口増加が推計されてお
り、さらなる業務の集積と課題の複雑化が予想される。柏市を、提案自治体のフィール
ドに定め、『生成 AI』活用に向けた導入推進と業務改善の施策を検討する。

背
景
・目
的

(1) 生成 AI の有用性が庁内に浸透していない。
(2) 職員にプロンプト技術等のスキルが不足して

いる。
(3) 生成 AI を効果的に活用できる業務が選定さ

れていない。
(4) 生成 AI が参照しやすい形式で庁内データ、

ナレッジが整備されていない。

課
題

○ 市長をトップとした推進体制の構築
○ 技術力向上などのためのワーキンググループの設置
○ 戦略的な広報活動の検討
○ 機動的予算（枠予算）の確保

政
策
提
言

〇 提言した政策について KPIを設定し進捗を管理 

〇 全職員が生成 AIを活用し効率的な業務（業務量の改善）及び高品質な市民サービス

の提供（業務品質の向上）が可能 

推進体制の構築 

環境整備 

人材育成 

○ 利用方法・メリットの提示
○ 活用マニュアルの作成
○ 業務改善手法の視点も取り入れた職員研修の実施
○ アイデアコンテスト・事例発表会による共有

○ セキュリティ対策を施した利用インターフェースの整備
○ 生成 AI の利用に効果を発揮する業務の整理（ＢＰＭＮ）
○ データ整理、庁内ナレッジ集積
○ 庁内ナレッジと連携した専用環境の構築

効
果

概要 

現
状
分
析

調
査
に
よ
っ
て
得
ら
れ
た
知
見

○ 生成 AI に関する理解度について、職員間で
乖離がある。

○ 本来強みを発揮する分野ではない目的で使
用されており、有用性が発揮できていない。

(1) 生成 AI に向き・不向きの
業務分野

(2) プロンプトスキル等の能力
向上に資する人材育成の重
要性

(3) セキュリティ対策の必要性
(4) 庁内データ、ナレッジとの

連携の将来性
(5) リーダーシップを発揮する

推進体制によるスピード感
のある事業推進の実現 

【第7班】



 

限られた人員を最大限活用する仕組み 
～職員の負担格差是正とエンゲージメント向上～ 

 
 
 

 

 
 

 

【提言自治体】群馬県（人口当たり職員数が全国でも少ない県） 

〇所属間、職員間で時間外勤務に格差 

・ＤＸを活用した業務効率化、テレワーク等の働きやすい環境整備等の対策によっ

て、令和３年度以降、県庁全体では時間外勤務の増加幅を抑制しているが、所属

間、職員間で時間外勤務に格差が生じ、職員の疲弊につながっている。

〇自己都合等による退職者が増加傾向 

・キャリサーチ（所属紹介シート作成・公表）やキャリアデザイン研修等によりキ

ャリアについて考える機会を提供し、やりがいやモチベーション向上の取組を実

施しているが、自己都合等による退職者が増加傾向であり、育成した人材が流出

している。

〇採用試験の受験者数が減少傾向、優秀な人材の確保がより困難になる恐れ 

・募集定員が増加している中、採用試験の受験者数は令和４年度を除き減少傾向に

あり、このまま減少した場合、優秀な人材の確保が難しくなることが想定される。 

報告書概要

○これまで、地方自治体では行財政改革の一環として人員削減を進めてきたところ

であり、職員数は平成６年度をピークに令和４年４月１日時点では約 85％まで

減少している。また、長期的には、人口減少に伴う職員数減少が想定されている。 

○このような状況を踏まえ、限られた人員でも多様化・高度化する行政課題に的確

に対応できる仕組みを構築し、県民の幸福度向上を実現する。

背
景
・目
的

現
状
分
析

課
題

１ 繁忙所属等に対する弾力的・機動的な応援と希望業務経験機会の仕組みの構築 

（１）ピークフラットチャレンジ制度の実施

（２）群馬式 20％ルールの実施

２ 職員のやりがい向上・主体的なキャリア形成を支援するマッチングシステム

の構築（ＤＸ活用） 

（１） 経験したい所属、向いている所属の検索機能

（２） ＡIによる職員と所属のマッチングによる人事配置案作成機能

３ ハローアゲイン制度の導入

（１）自己都合退職した行政実務経験者に特化した採用試験の実施

政
策
提
言

１ 繁忙や課題を抱える所属への応援対策が不十分 

２ 職員のやりがい向上、主体的なキャリア形成に対する支援が不足 

３ 即戦力である行政実務経験者採用の未実施 

１時間外勤務削減、負担格差是正  負のスパイラルの解消 

２能力の向上、エンゲージメント向上 職員の能力の最大限発揮 

３即戦力となる人材の確保  県全体の組織力の向上 

効
果
・検
証 ＰＤＣＡサイクルによる効果検証と施策の改善（エンゲージメント調査等の活用） 

【第8班】
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